
 

入札公告（入札後審査型・簡易タイプ・個別事項） 

 

下記の業務について、制限付き一般競争入札（入札後審査型・簡易タイプ）を行うので、地方

自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号。以下「施行令」という。）第 167 条の６及び静岡県財務

規則（昭和 39 年静岡県規則第 13 号。以下「規則」という。）第 34 条の規定により公告する。こ

の業務の入札執行等については、関係法令に定めるもののほか、本公告及び入札公告（入札後審

査型・簡易タイプ・共通事項）により行うものとする。 

この入札は、静岡県電子入札システムにより執行する。 

 

令和８年 9 月 30 日       入札執行者 静岡県熱海土木事務所長 西原 宏昌 

 

１ 発注機関   〒413-0016 静岡県熱海市水口町 13-15 

静岡県熱海土木事務所 総務課建設業班 電話番号 0557-82-9161 

E-mail：atado-soumu@pref.shizuoka.lg.jp 

（電子入札に関する問合せ先） 

電子入札共同利用センターヘルプデスク 電話番号 0570-011311 

 

２ 案件の概要  

入札番号 熱 第 84516 号 

業務名 
令和８年度［第３８-Ｓ０５５６-０１号］烏川支川恋人沢（下流）

土砂・洪水氾濫対策に伴う地質調査業務委託（13-07） 

業務箇所 伊東市宇佐美地内 

業務概要 

地質調査業務 Ｎ＝１式  機械ボーリング Ｎ＝２か所  土質

ボーリング L=6m  岩盤ボーリング L=10m 標準貫入試験 Ｎ＝

16 回 

工期 113 日間 

  

３ 入札に参加する者に必要な資格に関する事項 

  静岡県における建設関連業務委託に係る入札参加資格の認定を受けている者のうち、次に

掲げる条件をすべて満足している者であること。＊１ 

条件＊２ 左記の詳細＊２ 

業務有資格者 

(静岡県建設関連業務委託

に係る入札参加資格) 

地質調査 

本店・営業所所在地＊３ 

(本店のみ) 

伊東市 熱海市 下田市 沼津市 三島市 裾野市 御殿場

市 伊豆市 伊豆の国市 富士市 富士宮市 静岡市 焼津

市 藤枝市 島田市 牧之原市 賀茂郡東伊豆町 賀茂郡河

津町 賀茂郡南伊豆町 賀茂郡松崎町 賀茂郡西伊豆町 田

方郡函南町 駿東郡清水町 駿東郡小山町 駿東郡長泉町 

榛原郡吉田町 榛原郡川根本町 

同

種

業

竣工登録済みか否か 完了登録されている実績のみ 

履行期間 業務完了日が 2016 年度以降の業務 

請負金額 － 



 

務

実

績 

＊

４ 
発注機関 

国の機関 

国の機関（独立行政法人・事業団） 

地方公共団体（都道府県） 

地方公共団体（政令指定都市） 

地方公共団体（市区町村） 

地方公共団体（都道府県をまたぐ広域行政） 

特殊法人等 

地方独立行政法人等 

業務対象地域 － 

業務分野・業務段階 

(または)   (1) 土質及び基礎 地盤（土質）調査 調査・

計画 ボーリング調査（一般、特殊） 砂防   (2) 地質 地

質（岩盤） 調査・計画 ボーリング調査 砂防 

  
＊１：その他の条件は、入札公告（入札後審査型・簡易タイプ・共通事項）に記載 

＊２：「条件」及び「詳細」は、一般財団法人日本建設情報総合センターの「測量調査設計業務実績情報システム（Ｔ

ＥＣＲＩＳ）の検索条件と同内容を記載している。 

＊３：「本店」とは、主たる営業所をいう。 

＊４：同種業務実績は、平成 28 年４月１日以降に完成し引渡しが済んでいること。 

 

４ 入札日程 

 

区分 期間等 

設計図書等質問受付期間 公告日の翌日 ～ 令和 8 年 10 月 9 日（金） 

上記回答閲覧期間 令和 8 年 10 月 16 日（木） ～ 令和 8 年 10 月 20 日（火） 

入札参加表明書提出期限       公告日の翌日 ～ 令和 8 年 10 月 6 日（火） 

入札書等受付期間 
令和 8 年 10 月 20 日（火） 

～ 
令和 8 年 10 月 21 日（水） 

 午後 4 時 

開札日時 令和 8 年 10 月 22 日（木）  午前 10 時 

資格確認申請書及び確認資料

提出期限（要確認者有りの場

合） 

令和 8 年 10 月 23 日（金） ～ 令和 8 年 10 月 26 日（月） 

資格がない者の質問請求期限 通知の日の翌日 ～ ３日間（土日祝日除く） 

上記回答期限 請求受領日の翌日 ～ ５日以内（土日祝日除く） 

落札決定予定日 
（要確認者なしの場合） 

（要確認者有りの場合） 
 

令和 8 年 10 月 22 日（木） 

令和 8 年 10 月 28 日（水） 

 

５ その他条件等 

項目 内容 

低入札価格調査制度による調査基準

価格の設定 

低入札価格調査基準価格の設定 有 

低入札価格調査基準価格の補正 無 

契約書作成 要 

前払金 業務委託料の３割以内を前払する。 

入札心得書を示す場所 静岡県「建設業のひろば」ホームページに掲載 



 

  

 

 ６ その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業務工程表の提出 要 

業務代理人及び技術者の氏名の通知 書面 

入札保証金：免除 

契約保証金：免除 

その他：                           

低入札価格調査基準価格の設定 有 

最低制限価格制度と低入札調査制度の別は、「静岡県における入札契約制度」に示すとおり。 

注１：本業務に適用される調査基準価格の算定式については、県ホームページ「建設業のひろ

ば」に掲載した「低入札価格調査実施要領・運用」を参照してください。 

入札にあたっては、入札心得及び電子入札運用基準を熟読願います。 

 

 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の 100 分の 10 に相当する額を

加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）を

もって落札価格とするので、入札者は、消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった契約希望金額の 110 分の 100 に相当する金額を入札書に記載すること。 

 

本入札の執行に当たり、静岡県電子入札システムにおいては、以下のとおり取り扱う。 

・ 「一般競争入札参加資格確認申請書」を「参加表明書」と読み替える。（入札前） 

・ 入札前の「一般競争入札参加資格確認通知書」は、システム上形式的に送信するものであ

って、入札参加資格の有無について通知するものではない。 

・ 「事後審査資料」を「入札参加資格確認申請書及び資格確認資料」と読み替える。 

・ 要確認者の如何に関わらず、「事後審査資料提出依頼通知書」を発行するが、申請書及び

資料提出の要否については、備考欄に記載するものとする。 

 



 

入札公告（入札後審査型・簡易タイプ・共通事項） 

 

２－１ 入札に参加する者に必要な資格に関する事項 

静岡県における建設関連業務委託競争入札参加資格の認定を受けている者のうち、次に掲げ

る条件をすべて満たしていること。 

地方自治法施行令（昭和 年政令第 号。以下「施行令」という。）第 条の４の規定に

該当しないこと。

静岡県における建設関連業務委託競争入札参加資格の認定を受けていること。（認定業種

は入札公告（入札後審査型・個別事項）に記載）

入札参加資格確認申請書及び入札参加資格確認資料の提出期限の日から落札決定までの

期間に､静岡県工事請負契約等に係る入札参加停止等措置要綱（平成元年８月２９日付け

管第 号）に基づく入札参加停止（従来の指名停止）を受けていないこと。

会社更生法（平成 年法律第 号）に基づき更生手続き開始の申立てがなされている者

（更生手続開始の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成 年法律第 号）

に基づき再生手続き開始の申立てがなされている者（再生手続開始の決定を受けている者

を除く。）でないこと。

 

２－２ 入札参加資格の確認 

（1）この入札に参加しようとする者は、入札参加表明書提出期限までに、入札参加表明書（簡

易タイプ様式第２号）を入札執行者に提出しなければならない。 

また開札の結果、落札候補者になった者のうち、確認が必要な場合，入札後に入札参加資格確

認資料（以下「資料」という。）を提出し、入札参加資格の詳細な確認を受けなければならない。 

（2）申請書及び資料の提出は原則静岡県電子入札システムによる電送とするが、電子ファイル

の容量で電送できない場合や、紙媒体等による提出について発注者の承諾を得た場合は、持参等

によることができる。 

 

２－３ 入札参加資格の確認 

 (1) この入札の入札参加資格の確認は、一般財団法人日本建設情報総合センターの「測量調査

設計業務実績情報システム（ＴＥＣＲＩＳ）により、発注機関において、入札参加資格が有

ることを確認できない者が落札候補者である場合又は発注機関が必要と認める場合（以下

「要確認者」という。）のみ実施する。 

 (2) 発注機関は、要確認者となった者に、入札参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）

及び入札参加資格確認資料（以下「資料」という。）の提出を求める。 

 (3) 要確認者は、申請書及び資料提出期限までに、申請書及び資料を提出しなければならな

い。 

 (4) 申請書及び資料の提出は、原則、静岡県電子入札システムによる電送とするが、電子ファ

イルの容量により電送できない場合や、紙媒体等による提出について発注機関の承諾を得

た場合は、持参等によることができる。 

  (5) 入札参加資格の確認等（要確認者のみ） 

入札参加資格確認

基準日
入札参加表明書提出期限日

申請書 簡易タイプ様式第３号

同種工事の施工実

績の確認

○ 同種業務の実績を確認できる書類を提出すること。

 ・ 同種業務の実績として記載した業務委託に係る契約書の写



 

し、当該業務の概要が記された設計図書の写し等

  ・ 申請書、資料の作成及び申込に係る費用は、提出者の負担とする。 

・ 入札執行者は、提出された申請書及び資料を入札参加資格の確認以外に、提出者に無断

で使用しない。 

・ 提出期限後における申請書又は資料の差し替え及び再提出は認めない。 

・ 提出された申請書及び資料は、返却しない。  

・ 提出された申請書及び資料は、公表しない。  

・ 申請書及び資料に用いる言語は日本語とする。 

 

２－４ 設計図書等について 

交付等の方法 静岡県入札情報システム（ＰＰＩ）に掲載

質問 電子入札システムによる。やむを得ない場合のみ書面持参（様式自由）

とする。

質問に対する回答 電送により回答し、電子入札システムに掲載する。

 

２―５ 要確認者の入札参加資格確認において、入札参加資格がないと認められた者に対する

理由の説明 

入札参加資格がないと認められた者は、発注機関に対して入札参加資格がないと認めた理

由について、説明を求めることができる。 

入札参加資格がないと認められた者の

請求方法等

E-mail 又は発注機関へ書面持参（様式自由）とす

る。

発注機関の回答方法 発注機関で書面により回答する。

 

２－６ 入札執行の場所等 

入札の場所 発注機関

入札の方法 電子入札システムによる。ただし、やむを得ない場合で発注機関の承

認を得たときは書面を持参して入札できる。

＜電子入札システムによる場合＞電子入札システムにより入札を行う

こと。

＜持参による場合＞事前に発注機関の承認を得て、開札日時に発注機

関に以下の書類を提出すること。

・ 入札書、委任状（代理人の場合）

その他注意事項 ① 郵送による入札は認めない。

② 持参による場合、入札書を提出すること。なお、代理人が入札する

場合には、入札前に委任状を提出しなければならない。 

③ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の 100

分の 10 に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数が

あるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とす

るので、入札者は、消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった契約希望金額の 110 分の 100 に相当する金

額を入札書に記載すること。 



 

④ 入札執行回数は、２回を限度とする。 

 

２－７ 開札等 

開札 発注機関において、入札事務に関係のない県職員を立ち会わせて行

うか、入札者又はその代理人を立ち会わせて行う。

入札の無効  本公告に示した入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の

申請を行った者のした入札並びに建設工事等競争契約入札心得（財務

部（建築企画課、建築工事課、設備課）、交通基盤部及び各農林事務所

試行用）（以下「入札心得」という。）及び〈現場説明、［現場説明を行

う場合］〉現場説明書において示した条件等入札に関する条件に違反し

た入札に不備があるときは、当該入札を無効とする。また、低入札価格

調査に協力しないことにより無効とする場合がある。 

 低入札価格調査の対象者が、開札後速やかになされる当該調査の実

施に係る意思確認に対し、応じられない旨の意思表示をした場合には、

入札心得第 13 条第２項に違反するものであり、入札に関する条件に違

反した入札として当該入札を無効とする。 

 なお、入札参加資格のある旨を確認された者であっても、入札後に行

う入札参加資格の詳細な確認において入札参加資格がないと確認され

た者や、落札候補者が入札日以降落札決定までの間に、入札参加停止を

受けた場合には、当該落札候補者のした入札は無効とする。 

落札者の決定方

法

① 地方自治法（昭和 年法律第 号）第 条第３項及び施行令第

条の 第１項の規定により予定価格の制限の範囲内で最低の価格

（最低制限価格を設定した委託にあっては、最低制限価格以上の価

格）をもって有効な入札を行った入札者を落札候補者とする。調査

基準価格を設定した委託にあって、入札価格が「調査基準価格」を

下回った場合には、低入札価格調査の結果、当該入札価格で契約内

容に適合した履行が可能と判断された場合に当該入札者を落札候

補者とする。

なお、入札価格が「静岡県低入札価格調査制度実施要領」第 11 条の

「契約しない基準額」未満の場合は、当該入札を無効とする。 

② 入札後に落札候補者から提出された入札参加資格確認資料を審査

し、その結果、参加資格要件を満たしていると確認した場合は、当該

落札候補者を落札者として決定する。参加資格要件を満たしていない

と確認した場合は、当該落札候補者が行った入札を無効とした上で、

次順位者を落札候補者とし、入札参加資格確認資料の提出を求める。

なお、落札者が決定するまで順次同様の手続を行うものとする。 

２－９ その他 

入札保証金及び

契約保証金

入札保証金 免除。

契約保証金 免除。 



 

工期等に影響を

及ぼす事象に関

する情報の通知

落札者は、建設業法第 20 条の２第２項の規定に基づき、工期又は請

負代金の額に影響を及ぼす事象が発生するおそれがあると認めるとき

は、落札決定から請負契約を締結するまでの間に、発注者に対して、そ

の旨を当該事象の状況の把握のため必要な情報と併せて通知しなけれ

ばならない。 

契約書の作成 ① 契約の締結に当たっては、契約書を作成しなければならない。

＜法令等の規定により紙の契約書が必須となる契約、契約期間に保存

期間を加えた期間が 10 年を超える契約、自動更新条項付契約のい

ずれかに該当する場合を除く。＞ 

② 契約金額 千万円以上の場合、①の契約の締結は、静岡県電子契約

システムにより行うことができる。電子契約を希望する場合、落

札候補となった日から入札後に行う入札参加資格確認資料の提出

期限日までの間に「電子契約同意書兼メールアドレス確認書」（静

岡県電子契約運用要領 様式第１号（静岡県ホームページ「建設

業のひろば」からダウンロード可））を発注機関に、電子入札シス

テム又は により送信すること。なお、送信後、発注機関ま

で電話連絡を行うこと。

暴力団員等又は

暴力団関係業者

による不当介入

を受けた場合の

措置

① 本業務の受注者は暴力団員等又は暴力団関係業者による不当介入

を受けた場合は、断固としてこれを拒否するとともに、不当介入

があった時点で速やかに警察に通報を行うとともに、捜査上必要

な協力を行うこと。

② ①により警察に通報を行うとともに、捜査上必要な協力を行った場

合には、速やかに発注者に報告すること。発注者への報告は必ず文

書で行うこと。

③ 受注者は暴力団員等又は暴力団関係業者により不当介入を受けたこ

とから工程に遅れが生じる等の被害が生じた場合は、発注者と協議

を行うこと。

＊ 不当介入を受けたにもかかわらず警察及び発注者への通報（報

告）等を怠った場合は、入札参加停止の措置を受けることがある。

労働関係法令等

遵守の誓約書の

作成

 事業者等を守り育てる静岡県公契約条例第６条の規定に基づき策定

された「県の取組方針」により、本業務に従事する者の労働環境の整備

を図るため、以下の書類を提出すること。 

① 契約時に、労働関係法令等を遵守する旨等を記載した誓約書（様式

第１号） 

② 本契約に係る下請負者がある場合（契約途中で新たに発生した場合

を含む。）には、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律

（平成 12 年法律第 127 号）第 15 条第２項に定める施工体制台帳の写

しの提出時に、下請負者から提出させた労働関係法令等を遵守する旨

等を記載した誓約書（様式第２号）の写し 

その他 ① 静岡県公共事業電子入札運用基準に基づき入札に参加すること。

なお、代表者が変更となっているにもかかわらず、変更前の代表者

のＩＣカードを使用して入札に参加し、又は参加しようとした場合



 

等、ＩＣカードの不正使用が確認された場合には、入札参加停止を

行うことがある。 

また、契約後にＩＣカードの不正使用が確認された場合には、契

約解除を行うことがある。 

② 電子入札システムの障害等やむを得ない事情がある場合、紙入札

に変更する場合がある。 

③ 入札参加者は、入札心得及び契約書案を熟読し、入札心得を遵守

すること。 

④ 契約書案、契約約款、入札心得、仕様書及び現場説明書は、発注

機関で縦覧するものとする。 

⑤ 契約手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通

貨に限る。 

⑥ 申請書又は資料に虚偽の記載をした場合においては、入札参加停

止を行うことがある。 

⑦ 個別事項３に掲げる競争入札参加資格の認定を受けていない者が

競争に参加するためには、競争入札参加資格の認定を受けなければ

ならない。 

⑧ 落札決定後に入札参加停止措置があった場合の取扱いについては、

以下のとおりとする。 

ア 落札決定後から契約締結までの間に落札者が静岡県から入札参

加停止措置を受けたときは、当該落札決定を取り消すことがある。 

イ アにより契約を締結しない取扱いとした場合については、県は一

切の損害賠償の責めを負わないものとする。 

⑨ 債務負担行為による複数年度の契約案件において、低入札価格調

査等により債務負担行為設定年度中の契約締結が見込めない場合、

本入札の執行を取りやめる。 

⑩ その他詳細不明の点については、発注機関へ連絡すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第１号 

 

 

誓 約 書 

 

下記１に基づく業務の履行に際し、下記２の事項を誓約します。 

この誓約に反したことにより入札参加停止等の処分を受けても異議は一切申し立てません。 

 

 

記 

１ 業務名 

〇〇〇〇業務             （当初契約日  年  月  日） 

 

２ 誓約事項 

（１）本契約に基づく業務の履行に際し、別表に掲げる法律その他の労働環境の整備等に関する法令を

遵守すること。 

（２）本契約に基づく業務の履行に際し、別表に掲げる法律に違反し、所管行政庁の処分を受けたとき

は、処分の内容及び対応方針を速やかに県に報告し、是正のために必要な措置を講ずること。また、

所管行政庁に是正の報告を行ったときは、その内容を速やかに県に報告すること。 

（３）本契約に基づく業務の履行に際し、下請契約（再委託契約及び労働者派遣契約を含む。以下同じ。）

を締結するときは、適正な見積りを基に、対等な立場における合意に基づいた公正な契約を締結す

るよう努めるとともに、次の事項に留意すること。 

ア 下請負者から誓約書を提出させ、その写しを県に提出すること。 

イ 下請負者が、本契約に基づく業務の履行に際し別表に掲げる法律に違反し、所管行政庁の処

分を受けたときは、（２）の例により、それらの内容を速やかに報告させるとともに、その内

容を県に報告すること。 

ウ 下請負者がさらに第三者と下請契約を締結したときは、当該下請負者を通じて、ア及びイと

同様に、当該第三者からの誓約書の写しの提出等を行うこと。 

 

 

 

年  月  日 

 

 

発 注 者  職  名    氏   名  様 

 

 

 

                                           住  所 

                           受  注  者  商  号 

                                           氏  名（法人にあっては、代表者の氏名）印 



 

別表 労働関係及び公正な取引に関する主な法律 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１ 労働関係 

（１） 労働基準法（昭和 22年法律第 49 号） 

（２） 労働契約法（平成 19年法律第 128 号） 

（３） 最低賃金法（昭和 34年法律第 137 号） 

（４） 労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57号） 

（５） 労働者災害補償保険法（昭和 22年法律 50号） 

（６） 雇用保険法(昭和 49 年法律第 116 号) 

（７） 健康保険法(大正 11 年法律第 70号) 

（８） 厚生年金保険法(昭和 29 年法律第 115 号) 

（９） 労働組合法（昭和 24年法律第 174 号） 

 

２ 公正な取引等 

（１）私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22 年法律第 54号） 

（２）製造委託等に係る中小受託事業者に対する代金の支払の遅延等の防止に関する法律 

   （昭和 31 年法律第 120 号） 

（３）特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律（令和５年法律第 25号） 

 



 

様式第２号 

 

 

誓 約 書 

 

下記１に基づく業務の履行に際し、下記２の事項を誓約します。 

この誓約に反したことにより入札参加停止等の処分を受けても異議は一切申し立てません。 

 

 

記 

１ 元請契約名 

〇〇〇〇契約              （当初契約日  年  月  日） 

＊元請者が記載すること 

２ 誓約事項 

（１）本契約に基づく業務の履行に際し、別表に掲げる法律その他の労働環境の整備等に関する法令を

遵守すること。 

（２）本契約に基づく業務の履行に際し、別表に掲げる法律に違反し、所管行政庁の処分を受けたとき

は、処分の内容及び対応方針を速やかに下請契約（再委託契約及び労働者派遣契約を含む。以下同

じ。）の発注者に報告し、是正のために必要な措置を講ずること。また、所管行政庁に是正の報告を

行ったときは、その内容を速やかに下請契約の発注者に報告すること。 

（３）本契約に基づく業務の履行に際し、再下請契約を締結するときは、適正な見積りを基に、対等な立

場における合意に基づいた公正な契約を締結するよう努めるとともに、次の事項に留意すること。 

ア 再下請負者から誓約書を提出させ、その写しを下請契約の発注者に提出すること。 

イ 再下請負者が、本契約に基づく業務の履行に際し別表に掲げる法律に違反し、所管行政庁の

処分を受けたときは、（２）の例により、それらの内容を速やかに報告させるとともに、その

内容を下請契約の発注者に報告すること。 

ウ 再下請負者がさらに第三者と下請契約を締結したときは、当該再下請負者を通じてア及びイ

と同様に、当該第三者からの誓約書の写しの提出等を行うこと。 

 

 

 

年  月  日 

 

 

下請契約の発注者  様 

 

 

 

                                           住  所 

                                     商  号 

                                           氏  名（法人にあっては、代表者の氏名）印 



 

別表 労働関係及び公正な取引に関する主な法律 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 労働関係 

（１） 労働基準法（昭和 22年法律第 49 号） 

（２） 労働契約法（平成 19年法律第 128 号） 

（３） 最低賃金法（昭和 34年法律第 137 号） 

（４） 労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57号） 

（５） 労働者災害補償保険法（昭和 22年法律 50号） 

（６） 雇用保険法(昭和 49 年法律第 116 号) 

（７） 健康保険法(大正 11 年法律第 70号) 

（８） 厚生年金保険法(昭和 29 年法律第 115 号) 

（９） 労働組合法（昭和 24年法律第 174 号） 

 

２ 公正な取引等 

（１）私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22 年法律第 54号） 

（２）製造委託等に係る中小受託事業者に対する代金の支払の遅延等の防止に関する法律 

   （昭和 31 年法律第 120 号） 

（３）特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律（令和５年法律第 25号） 

 


